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1.自己紹介

ヒアリング対象者からの要望により、
経歴を非表示にしております。



2. 民泊のイメージ

マスメディアからの悪い印象

ルールを
守らない！

知らない人の
出入りが不安…

騒音！



3. 実際の民泊ホスト

国際交流や課題解決に民泊活用するも、全員撤退

地元のお店を行列のできる人気店に変えたワクイファミリー（40代）

• 都内共働き夫婦。自宅の空き部屋と、ワンルームで不在型民泊を5年前から数件運用。

• 外食が大好きな家族で、ゲストに地元しか知らないおいしいカフェ/居酒屋を案内したり、

自作ガイドブックを配っている。商店街も大歓迎で協力。

民泊で空家対策をしている子育てママ、カスミさん（40代）

• 両親の持ち古アパートの空き部屋を利用して子育てしながら民泊歴4年。

• 丁寧なおもてなしで、ゲストの半分はリピーターか紹介という人気ホスト。

• 近所を招待し、バーベキューや居酒屋会実施。ゲストと友達がお付き合いに発展した例も。

フルタイム社員からホストへ働き方改革をしたタイキさん（20代）

• 5年前から新宿付近のマンションで不在型民泊を数件運用。

• サラリーマンを辞めてフルタイムの民泊ホスト。清掃もゲスト管理もすべて自身で実施。

• 民泊に後ろ向きだった老夫婦オーナーも、ゲストと対面するうちに、感化され英語を習い始め、

町案内に協力してくれる。さらに民泊部屋を増やすお願いをされている。



4. 新法届出の問題点

届出の難易度が高すぎる

1. 提出書類の多さと難解さ

• 約20種類の書類が必要

• 消防法関連などいくつかの書類は大半の民泊ホストにとって準備困難

2. 時間がかかる届出手続き

• Webのみで届出完結率0％(ホスト1600人にアンケート実施結果)

• 平均5回、平日に複数の行政機関に複数回通う必要あり

• 3ヶ月で届出手続きが終わらないケース多々

3. 届出を受理しない自治体

• 届出書類を受け取らない、受理してもすぐ番号発行しない自治体が複数存在



4-1. 提出書類の多さと難解さ

書類入手が不可能もしくは時間がかかりすぎる

図1) 世田谷区の例： 黄：書類入手に1日以上
赤：書類入手が困難

マンション81%NG

6月15日以前困難

居住マンションでも
ホテルレベルの消防

建築士の免許コピー
必須
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世田谷保健所へ事前相談 保健所

地区の消防へ事前相談 消防署

図2）世田谷区で戸建て届出の場合

消防による自宅立ち入り検査。議事録受領

消防署印をもらう 消防署

保健所に電話。区の条例がきまってないので1ヵ月、待つよう言われる

戸籍のある区のみで発行される身分証明書取得 本籍区役所

後見等登記事項証明書取得 法務局

4月中旬から、Web届け出するが、何度も、サーバーダウン、保存情報が消える、使い方
が困難などの理由で、断念

近隣住民への説明会とお知らせを投函

建築士が見つからない旨を保健所に相談 保健所

保健所に届出。番号発行待ち 保健所

届出に関連するタスク 訪問先

4-2. 時間がかかる届出手続き

Ｗｅｂのみで届出完結率0％、勤務人に高すぎるハードル

番号発効後、表札を取りに行く 保健所



4-3. 届出を受理しない自治体

書類不備、立ち入り検査必須を理由に拒否

自治体
(一部抜粋)

来訪数/
届出数/受理数
(6月15日時点)

受理してくれない理由
(書類を受理しない、受理しても番号発行しない)

新宿区 来訪/電話数：
1700
届出数：186
受理数：54

• 建築基準法、消防関連書類不備（ルールが毎回変わる）
• 管理組合の書類の裏取りで組合に確認（時間がかかる）
• 物件を見に行き、立ち入り検査をしないと番号発行はしない

那覇 来訪/電話数：
1日20件
届出数：37
受理数：1

• 書類不備（理由も教えてもらえず36件棚上げ）
• 連絡すると「政府のせいで」としか教えてもらえない
• 保健所が物件の中を立ち入りしないと番号発行はしない
• 消防点検3回以上が必須

千代田区 来訪数：107
届出数:6
受理数：2

• 上乗せ条例で、マンションも戸建ても賃貸は民泊禁止
• 不在民泊は管理業者委託も禁止
• 一定期間自分が住んでいる証明が追加で必要（住民票等）



5. 結果、民泊ホストの声

民泊活用を期待していたが、撤退が続く

オリンピックチームからの期待にも答えられなくなった（藤沢市50代夫婦）

• 海近くのマンションの1室を民泊運営。オーナーの許可有り。

• しかし、共有部分への開口部の面積が4平米以上のため、マンション全館に誘導灯設置

が必須という条件をクリアできずに届出を断念。

• 江ノ島はオリンピックチームからも要望されていた。

民泊が単身老後生活の生きがいであったが、心が折れて断念（新宿区60代女性）

• 戸建て所有で、同居型民泊の届出予定だった。

• 戸建てでも階が違う宿泊は、非同居型だと言われ、保健所職員に呼び出された

り、民泊以外の自室すべての部屋を立ち入り検査をされ届出断念。

空家対策になっていた築古マンションも届け出不可（新宿区50代マンションオーナー）

• 新法のタイミングで、ぜひ合法化したかったが不在型は民泊禁止との事で断念。

• 1/3以上が民泊部屋で、住人の理解もありトラブルも全くなかったのに、全員撤退。

• このままでは自分の生活すら難しい。



5. 結果、民泊ホストの声

民泊活用を期待していたが、撤退が続く

届け出の難易度が高すぎて3か月以上取得できていない（江戸川区50代夫婦）

• 保健所、消防、清掃ともに毎回言うことが変わるので、数時間×複数回通う。

• 保健所は毎回小出しに必要書類を言うのでそのたびに提出、また毎回計算が違うとの理

由で再提出（職員も一緒に計算しているが、担当者ごとにやり直し）。

• 清掃事業者は一般・産業廃棄物の両契約が必要と言われたが、少量過ぎて受け入れ先

がない。清掃事業者への持ち込みで契約までこぎつけるも、「遠い」という理由で振り出し。

• 3月15日に動き始めたが、6月2１日現在、番号取得はできていない。

所有マンションも管理会社からのNGにより届出不可（墨田区30代家族）

• マンションはオートロックなし、リサイクルショップやネイルサロンなど建物内にあり、不特定多数

が出入りしているのにもかかわらず民泊だけはNGで理由も教えてくれない。

シングルマザーの貴重な収入源がなくなった（世田谷区20代女性）

• 小さい戸建の同居型民泊のため、幸運にも届出番号を取れた。

• しかし、規制が厳しすぎて 事業としてやるのであれば採算性もでず、趣味にしては要件が多

すぎて、今までのように継続できず、早くも廃業届予定。



6. 本来あるべき２０１８年

「民」が力をフルに発揮するべき年

「これから観光が益々発展していくためには、

政府などの「官」が環境整備する中で、観光

産業の「民」が力をフルに発揮していただく必

要があります。

２０１８年は、「観光先進国」を実現する上で、

訪日外国人４０００万人を目標となる２０２０年

に向けて、観光地も含めた観光産業の底上

げをはじめとするさまざまな努力をギアアップ

していく年だと考えています。」
観光庁長官 田村 明比古様メッセージ

http://www.mlit.go.jp/kankocho/about/message.html



7. 最後に…

３つのお願い

1. 届出の簡略化と猶予措置
• 優良なホスト全員が、民泊を続けられる届出制度の見直し、完了までの刑罰執行猶予。

2. 規制の見直し
• 優良な民泊の芽を摘むのではなく、育つように規制の見直し。

<規制の例>

• 上乗せ条例、１８０日上限規制、不在型管理業者委託、在宅一時間以上外出禁止など

3. 本当の民泊の姿の理解と発信
• 旅館や住宅＝“建物”ではなく、民泊とは “人”に紐付くサービス。

• 既存ビジネスと競合ではなく共存するもの。

• 苦情の大半であるゴミと騒音は民泊ホストのスキルとITで管理可能。



Appendix:1

ホストの提案と要望 (500人アンケートから抜粋)

# コメント

1 オリンピックにむけて訪日観光客が増えているのに、強制Airbnb予約キャンセルされ続けていて、私が住む大好きな日本が、世界

中からバッシングを受けているのは悲しい。予約キャンセルは一切やめてください！

2 指定区域を一定期間規制緩和(トライアル特区)して評価するのはどうでしょうか？長期的に見ると、ニセコのように、訪日観光客

だけを相手取って成り立っている地域が日本の複数の都市で生まれてもおかしくない。

3 ・web改善後オンライン窓口も一元管理。

・行政改善とIT応急措置化終わるまで新法刑罰執行猶予。

・進捗へ非登録民泊ホスト代表も交えた連絡会議。

・行政間バラツキを是正し、成功事例 (札幌、福岡ケース)を横展開。

4 噂話だけで悪いイメージがつきすぎていて、民泊の真の良さを理解してもらえていない。新法自体ほとんど誰も届出できず、民泊

を排除するための法律なので意味がない。例えば準工業地帯でも区がダメと言えば土日しか営業できないのはナンセンス。住居

専用地域は特区にして、商業地域や準工業地域は緩和するべき。

5 健全な民泊を推進するための法律のはずが、結果的に健全な民泊を阻害し、取り締まりが及びにくい外国籍の闇民泊だけが生

き残れる市場を生み出そうとしている。 2018年1月の時点で5万件以上の民泊施設が営業し、国策である外国人観光客の誘致に

多大なる貢献をしてきた民泊施設を、実情に合わない法律で過度に規制するのは本末転倒である。 自治体に法律の運用を一任

していることで、健全なる民泊を推進するという本来の目的とは真逆の方向に進んでいる。現状は届出ではなく、自治体の許可制

になっている。届出先を観光庁の専用窓口にして手続き自体も簡素化してほしい。


	住宅宿泊事業の現状報告とお願い
	アジェンダ
	1.自己紹介�
	2. 民泊のイメージ�マスメディアからの悪い印象
	3. 実際の民泊ホスト�国際交流や課題解決に民泊活用するも、全員撤退
	4. 新法届出の問題点�届出の難易度が高すぎる
	4-1. 提出書類の多さと難解さ�書類入手が不可能もしくは時間がかかりすぎる
	スライド番号 8
	4-3. 届出を受理しない自治体�書類不備、立ち入り検査必須を理由に拒否
	5. 結果、民泊ホストの声�民泊活用を期待していたが、撤退が続く
	5. 結果、民泊ホストの声�民泊活用を期待していたが、撤退が続く
	6. 本来あるべき２０１８年�「民」が力をフルに発揮するべき年
	7. 最後に…�３つのお願い
	Appendix:1�ホストの提案と要望 (500人アンケートから抜粋)

